
令 和 ６ 年 度

熊本市水道事業会計予算書

熊 本 市 上 下 水 道 局



(1)

(2)

(3)

(4)

予 備 費 5,000千円第４項

営 業 収 益

（収益的収入及び支出）

特 別 利 益 2,936千円

水 道 施 設 更 新 費

第 6 次 拡 張 事 業 費

12,632,822千円

営 業 費 用

支  出

第１款　水道事業費用 11,781,786千円

第１項 10,915,630千円

163,432千円特 別 損 失

営 業 外 費 用 697,724千円

第３項

第２項

年 間 総 給 水 量

1,798,639千円

13,590,263千円

第２項  営 業 外 収 益

第３項  

議 第 14 号

令和６年度熊本市水道事業会計予算

（総　則）

第１条　令和６年度熊本市水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。

令 和 6 年 2 月 19 日 提 出

（業務の予定量）

368,500戸

954,505千円

一 日 平 均 給 水 量

4,137,205千円

第１項  

給 水 戸 数

第３条　収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。

主要な建設改良事業

第１款  水道事業収益

収  入

66,143,000㎥

181,214㎥

第２条　業務の予定量は、次のとおりとする。



第５条　債務負担行為をすることができる事項、期間及び限度額は、次のとおりと定める。

限度額事  項 期  間

480,000千円

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支出額

36,800千円補助金

200,000千円

第２項

予備費第４項

第４項

第３項 138,976千円負担金

第３項 投資

第１款  資本的支出 9,540,874千円

企業債償還金第２項

10,000千円

第５項

　てんするものとする。）。

収  入

企業債第１項

第１款  資本的収入 1,983,776千円

（資本的収入及び支出）

固定資産売却代金 128,000千円

6,474,138千円並びに当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額 553,274千円で補

1,000,000千円

に対し不足する額 7,557,098千円は、減債積立金 529,686千円、過年度分損益勘定留保資金

上下水道局次期財務会計システム
調達支援業務委託

水道100周年記念誌制作業務委託

上水道水源井戸全体計画策定業務委託

令和6年度～令和8年度

令和7年度

受付管理システム構築業務委託

36,938千円 令和6年度～令和7年度

令和6年度～令和7年度 19,536千円 

第６項 投資有価証券収入 200,000千円

35,000千円 

第１項

2,095,941千円

7,234,933千円建設改良費

（債務負担行為）

15,000千円 

加入金

支 出



(1)

(1)

(2)

1,935,437千円

100千円

職員給与費

第９条 次に掲げる経費については、これらの経費の金額を、これらの経費のうち他の経費の

交 際 費

（他会計からの補助金）

　70,494千円である。

第１０条　水道事業会計の経営基盤確立のため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、

　の金額に流用する場合は、議会の議決を経なければならない。

金額に、若しくはこれら以外の経費の金額に流用し、又はこれら以外の経費をこれらの経費

（企  業  債）

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

営業費用及び営業外費用の間の流用（消費税及び地方消費税に限る。）

第８条　予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は、次のとおりと定める。

第７条　一時借入金の限度額は、2,000,000千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

（一時借入金）

4,468千円 

第6次拡張事業
（令和6年度建設改良費）

1,000,000千円
水道施設更新及び
第6次拡張事業

年5%以内。
ただし､利率見直し方
式で借り入れる場合､
利率の見直しを行った
後においては、当該見
直し後の利率とする。

証書借入
又は

証券発行

起債の方法

水道施設更新事業
（令和6年度建設改良費）

上下水道局電気自動車借上料

上下水道局管路情報システム機器借上料
（令和6年度分）

事          項

1,434,948千円 

980,095千円 

限度額

10,502千円 令和7年度～令和11年度

令和7年度～令和10年度

令和7年度

令和7年度

期        間

限度額起債の目的

第６条　起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定める｡

利  率

政府資金等については、その
融資条件により、銀行その他
の場合にはその債権者と協定
するところによる。ただし、
財政の都合により繰上償還す
ることがある。

償還の方法



熊　本　市　長  大　西　一　史　

第１１条　たな卸資産の購入限度額は、300,000千円と定める。

（たな卸資産購入限度額）



予算に関する説明書



予定額（千円）

1 水道事業収益 13,590,263

1 営 業 収 益 12,632,822

1 給 水 収 益 12,024,700  水道料金収入

2 負 担 金 459,122  下水道事業会計等からの負担金

3 受 託 工 事 収 益 109,000  受託工事による収入

4 そ の 他 営 業 収 益 40,000  手数料収入

2 営 業 外 収 益 954,505

1 受 取 利 息 24,925  有価証券利息等

2 他 会 計 補 助 金 33,694  簡易水道事業債償還等に対する一般会計補助金

3 雑 収 益 27,940  行政財産使用料収入等

4 長 期 前 受 金 戻 入 867,946  過去に収受した加入金等の収益化

3 特 別 利 益 2,936  

1 過年度損益修正益 2,936  水道料金の過年度調定分等

収益的収入及び支出

令和6年度熊本市水道事業会計当初予算実施計画

収　　　　入

備　 　考款 項 目



予定額（千円）

1 水道事業費用 11,781,786

1 営 業 費 用 10,915,630

1 原 水 費 1,504,154  取水施設の維持及び作業に要する経費

2 配 水 費 1,664,355  配水施設の維持及び作業に要する経費

3 給 水 費 587,735  量水器の管理及び給水設備の作業に要する経費

4 受 託 工 事 費 138,791  受託工事に要する経費

5 業 務 費 938,733  使用水量の計量、水道料金の調定、徴収等に要する経費

6 総 係 費 977,370  事業運営管理に要する総括的諸経費

7 減 価 償 却 費 4,922,845  固定資産の減価償却費

8 資 産 減 耗 費 181,647  固定資産の除却費等

2 営 業 外 費 用 697,724

1
支 払 利 息 及 び
企 業 債 取 扱 諸 費

372,701

2 雑 支 出 10,023

3
消 費 税 及 び
地 方 消 費 税

315,000

3 特 別 損 失 163,432

1 過年度損益修正損 12,100  水道料金の過年度分調定減額等

2 固 定 資 産 売 却 損 151,332  土地の売払いに伴う売却損

4 予 備 費 5,000

1 予 備 費 5,000

支　　　　出

備         　　　　　　　  考

 企業債の利息

 資本的支出に係る控除対象外消費税額等

 消費税及び地方消費税の納税予定額

款 項 目



予定額（千円）

1 資 本 的 収 入 1,983,776

1 企 業 債 1,000,000

1 企 業 債 1,000,000  水道施設更新費及び第6次拡張事業費に充当

2 補 助 金 36,800

1 他 会 計 補 助 金 36,800

3 負 担 金 138,976

1 他 会 計 負 担 金 44,076  消火栓の新設工事費に対する一般会計負担金等

2 工 事 負 担 金 94,900  配水管等の移設工事費に対する負担金

4 加 入 金 480,000

1 加 入 金 480,000  給水装置新設等に伴う加入金収入

5 固定資産売却代金 128,000

1 固定資産売却代金 128,000 土地の売払いに伴う売却代金

6 投資有価証券収入 200,000

1 有 価 証 券 償 還 金 200,000  有価証券の償還に伴う収入

資本的収入及び支出

収　　　　入

備  考款 項 目

 簡易水道事業債償還等に対する一般会計補助金



予定額（千円）

1 資 本 的 支 出 9,540,874

1 建 設 改 良 費 7,234,933

1 施 設 改 良 費 996,642  水道施設の整備改良等に要する経費

2 拡 張 費 189,848  配水管の拡張及び輻輳管の整備に要する経費

3 水 道 施 設 更 新 費 4,137,205  水道施設更新に要する経費

4 第6次拡張事業費 1,798,639  第6次拡張事業に要する経費

5 リース債務支払額 112,599  リース債務の支払に要する経費

2 企 業 債 償 還 金 2,095,941

1 企 業 債 償 還 金 2,095,941  既借入企業債の償還元金

3 投 資 200,000

1 投 資 有 価 証 券 200,000  有価証券の購入に要する経費

4 予 備 費 10,000

1 予 備 費 10,000 　

支　　　　出

款 項 目 備         　　　　　　　  考



（単位：千円）

１．業務活動によるキャッシュ・フロー ２．投資活動によるキャッシュ・フロー

（1） 当年度純利益（△は純損失） 1,360,334 （1） 有形固定資産の取得による支出 △ 6,610,245

（2） 減価償却費 4,922,845 （2） 有形固定資産の売却による収入 124,064

（3） 有形固定資産の除却 167,241 （3） 有価証券の取得による支出 △ 200,000

（4） 退職給付引当金の増減額（△は減少） △ 85,219 （4） 有価証券の償還による収入 200,000

（5） 長期前受金戻入額 △ 867,946 （5） 建設改良等の財源に充てるための加入金による収入 436,364

（6） 受取利息及び受取配当金 △ 24,925 （6） 一般会計又は他の特別会計からの繰入金等による収入 175,776

（7） 支払利息 372,701 投資活動によるキャッシュ・フロー △ 5,874,041

（8） 有形固定資産売却損益（△は益） 151,332

（9） たな卸資産の増減額（△は増加） 2,594 ３．財務活動によるキャッシュ・フロー

小計 5,998,957 （1） 建設改良等の財源に充てるための企業債による収入 1,000,000

（10） 利息及び配当金の受取額 24,925 （2） 建設改良等の財源に充てるための企業債の償還による支出 △ 2,090,240

（11） 利息の支払額 △ 372,701 （3） その他の企業債の償還による支出 △ 5,701

業務活動によるキャッシュ・フロー 5,651,181 （4） リース債務返済による支出 △ 7,095

財務活動によるキャッシュ・フロー △ 1,103,036

資金増減額（△は減少） △ 1,325,896

資金期首残高 8,210,226

資金期末残高 6,884,330

令和6年度熊本市水道事業予定キャッシュ・フロー計算書
（令和6年4月1日から令和7年3月31日まで）



給 与 費 明 細 書 
1 総 括 

(1) 会計年度任用職員以外の職員

区分 

職員数 給与費 
法定福利費 

（千円） 

合計 

（千円） 特別職 

（人） 

一般職 

（人） 

報酬 

（千円） 

給料 

（千円） 

手当 

（千円） 

計 

（千円） 

本年度 1 213 (    29) 320 862,991 587,492 1,450,803 287,365 1,738,168 

前年度 1 199 (    38) 240 848,156 556,279 1,404,675 271,458 1,676,133 

比較 0 14 (△ 9) 80 14,835 31,213 46,128 15,907 62,035 

※ 1 （ ）内は、暫定再任用短時間勤務職員及び定年前再任用短時間勤務職員について外書き。

※ 2 手当及び法定福利費には、退職給付引当金繰入額並びに賞与等引当金繰入額を含む。

手 

当 

の 

内 

容 

区分 
管理職手当 

（千円） 

扶養手当 

（千円） 

住居手当 

（千円） 

通勤手当 

（千円） 

特殊勤務手当 

（千円） 

時間外勤務手当 

（千円） 

休日勤務手当 

（千円） 

本年度 11,265 20,997 19,501 18,181 499 75,105 7,459 

前年度 14,498 21,352 16,157 15,792 445 73,868 7,078 

比較 △3,233 △355 3,344 2,389 54 1,237 381 

区分 
夜間勤務手当 

（千円） 

期末手当 

（千円） 

勤勉手当 

（千円） 

児童手当 

（千円） 

管理職員 

特別勤務手当 

（千円） 

退職給付 

（千円） 

単身赴任手当 

（千円） 

本年度 2,711 184,514 147,741 11,470 164 87,885 0 

前年度 2,471 176,170 140,914 11,730 230 75,574 0 

比較 240 8,344 6,827 △260 △66 12,311 0 

※ 1 期末手当及び勤勉手当には、賞与等引当金繰入額を含む。

※ 2 退職給付には、退職給付引当金繰入額を含む。



(2) 会計年度任用職員 

区分 
職員数 

（人） 

給与費 
法定福利費 

（千円） 

合計 

（千円） 給料 

（千円） 

手当 

（千円） 

計 

（千円） 

本年度 0 ( 57 ) 111,769 55,275 167,044 30,225 197,269 

前年度 0 ( 56 ) 101,510 30,362 131,872 23,379 155,251 

比較 0 (  1 ) 10,259 24,913 35,172 6,846 42,018 

※ （ ）内は、会計年度任用職員の職を占める職員であって、その一週間当たりの通常の勤務時間が常時勤務を要する職を占める職員の一週間当たり

の通常の勤務時間に比し短い職員について外書き。 

 

手 

当 

の 

内 

容 

区分 
通勤手当 

（千円） 

特殊勤務手当 

（千円） 

時間外勤務手当 

（千円） 

休日勤務手当 

（千円） 

夜間勤務手当 

（千円） 

期末手当 

（千円） 

勤勉手当 

（千円） 

本年度 4,283 611 4,805 2,067 196 24,219 19,094 

前年度 3,842 665 3,675 1,776 143 20,261 0 

比較 441 △54 1,130 291 53 3,958 19,094 

※ 期末手当及び勤勉手当には、賞与等引当金繰入額を含む。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



2 給料及び手当の増減額の明細 

(1) 会計年度任用職員以外の職員 

区分 増減額（千円） 増減事由別内訳（千円） 説明 

給料 14,835 

給与改定に伴う増減分 10,646 給与改定率 0.97％ 

昇 給 に 伴 う 増 加 分   

そ の 他 の 増 減 分 4,189 人員増等に伴う増加分 

手当 31,213 
制度改正に伴う増減分 11,379 勤勉手当増等に伴う増加分 

そ の 他 の 増 減 分 19,834 退職給付引当金繰入額増等に伴う増加分 

 

(2) 会計年度任用職員 

区分 増減額（千円） 増減事由別内訳（千円） 説明 

給料 10,259 

給与改定に伴う増減分 6,762 給与改定率 0.97％ 

昇 給 に 伴 う 増 加 分   

そ の 他 の 増 減 分 3,497 人員増等に伴う増加分 

手当 24,913 
制度改正に伴う増減分 21,728 勤勉手当の支給開始に伴う増加分等 

そ の 他 の 増 減 分 3,185 人員増等に伴う増加分 

 

3 給料及び手当の状況 

(1) 職員 1人当たり給与 

区分 事務職 技術職 

令和 6 年 1月 1日現在 

平均給料月額 （円） 330,910 301,665 

平均給与月額 （円） 363,783 359,204 

平 均 年 齢 （歳） 43.8 39.9 

令和 5 年 1月 1日現在 

平均給料月額 （円） 332,940 300,107 

平均給与月額 （円） 368,211 357,438 

平 均 年 齢 （歳） 44.9 40.1 

 

(2) 初任給 

区分 事務・技術職（円） 一般会計の制度（円） 

高校卒 171,300 171,300 

大学卒 204,500 204,500 

※ 初任給については、令和 6年 1月 1日の額を記載。 



(3) 級別職員数   

区分 

事務職 技術職 

級 
職員数 

（人） 

構成比 

（％） 
級 

職員数 

（人） 

構成比 

（％） 

令 

和 

6 

年 

1 

月 

1 

日 

現 

在 

1 級 11 ( 0 ) 15.7 (  0.0) 1 級 21 ( 0 ) 15.6 (  0.0) 

2 級 7 ( 0 ) 10.0 (  0.0) 2 級 21 ( 0 ) 15.6 (  0.0) 

3 級 15 ( 19 ) 21.4 ( 100.0) 3 級 41 ( 14 ) 30.3 ( 100.0) 

4 級 18 ( 0 ) 25.8 (  0.0) 4 級 27 ( 0 ) 20.0 (  0.0) 

5 級 15 ( 0 ) 21.4 (  0.0) 5 級 16 ( 0 ) 11.9 (  0.0) 

6 級 3 ( 0 ) 4.3 (  0.0) 6 級 8 ( 0 ) 5.9 (  0.0) 

7 級 1 ( 0 ) 1.4 (  0.0) 7 級 1 ( 0 ) 0.7 (  0.0) 

8 級 0 ( 0 ) 0.0 (  0.0) 8 級 0 ( 0 ) 0.0 (  0.0) 

計 70 ( 19 ) 100.0 ( 100.0) 計 135 ( 14 ) 100.0 ( 100.0) 

令 

和 

5 

年 

1 

月 

1 

日 

現 

在 

1 級 8 ( 0 ) 11.1 (  0.0) 1 級 21 ( 0 ) 16.0 (  0.0) 

2 級 6 ( 0 ) 8.3 (  0.0) 2 級 18 ( 0 ) 13.7 (  0.0) 

3 級 17 ( 20 ) 23.6 ( 100.0) 3 級 42 ( 18 ) 32.1 ( 100.0) 

4 級 23 ( 0 ) 31.9 (  0.0) 4 級 25 ( 0 ) 19.1 (  0.0) 

5 級 13 ( 0 ) 18.1 (  0.0) 5 級 16 ( 0 ) 12.2 (  0.0) 

6 級 3 ( 0 ) 4.2 (  0.0) 6 級 7 ( 0 ) 5.3 (  0.0) 

7 級 2 ( 0 ) 2.8 (  0.0) 7 級 1 ( 0 ) 0.8 (  0.0) 

8 級 0 ( 0 ) 0.0 (  0.0) 8 級 1 ( 0 ) 0.8 (  0.0) 

計 72 ( 20 ) 100.0 ( 100.0) 計 131 ( 18 ) 100.0 ( 100.0) 

※ （ ）内は、暫定再任用短時間勤務職員及び定年前再任用短時間勤務職員について外書き。 



（級別の基準職務内容）                          (4) 昇給   

区分 合計 
代表的な職種

事務・技術職

本年度 

職員数(A)(人) 213 213 

昇給に係る職員数(B)(人) 213 213 

号給数別内訳 

2 号給(人) 0 0 

4 号給(人) 197 197 

6 号給(人) 16 16 

8 号給(人) 0 0 

比率(B)/(A)(%) 100.0 100.0 

前年度 

職員数(A)(人) 205 205 

昇給に係る職員数(B)(人) 162 162 

号給数別内訳 

2 号給(人) 5 5 

4 号給(人) 141 141 

6 号給(人) 16 16 

8 号給(人) 0 0 

比率(B)/(A)(%) 79.0 79.0 

 

 

※ 級別の基準職務内容については、令和 6年 1月 1日の状況を記載。 

 

 

(5) 特殊勤務手当 

区分 全職種 事務職 技術職 

給料総額に対する比率 (％) 0.1 0.0 0.1 

支給対象職員の比率（令和 6年 1月 1日現在） (％) 94.5 95.5 93.9 

支給対象職員 1人当たり平均支給月額 (円) 187 0 302 

代表的な特殊勤務手当の名称  特別作業手当 

 

 

 

 

企業職 

1 級 2 級 3 級 4 級 

 

定型的な業務

を行う主事及

び技師の職務 

 

 

 

 

 

相当の知識、

技術又は経験

を必要とする

業務を行う主

事及び技師の

職務 

 

 

主任主事及び

主任技師の職

務 

 

 

 

 

 

主査の職務 

 

 

 

 

 

 

5 級 6 級 7 級 8 級 

 

主幹の職務 

 

 

 

 

 

 

 

課長の職務 

 

 

 

 

 

 

 

部長の職務 

 

 

 

 

 

 

 

総括審議員の

職務 

 

 

 

 

 



(6) 期末手当・勤勉手当 

区分 
支給期別支給率 支給率計 

（月分） 

職制上の段階、職務の

級等による加算措置 
備考 

6 月（月分） 12 月（月分） 

本年度 2.250 (  1.175) 2.250 (  1.175)    4.500 (  2.350) 有  

前年度 2.200 (  1.150) 2.300 (  1.200)   4.500 (  2.350) 有  

一般会計の制度 2.250 (  1.175) 2.250 (  1.175)    4.500 (  2.350) 有  

※ （ ）内は、暫定再任用短時間勤務職員及び定年前再任用短時間勤務職員について外書き。 

 

 

(7) 定年退職及び早期退職に係る退職手当                       (8) その他の手当 

区分 一般会計の制度との異同 差異の内容 

扶養手当 同 じ ― 

住居手当 同 じ ― 

通勤手当 同 じ ― 

地域手当 同 じ ― 

 

 

区分 
20 年勤続の者 

（月分） 

25 年勤続の者 

（月分） 

35 年勤続の者 

（月分） 

支給率等 24.587 33.271 47.709 

一般会計の制度 24.587 33.271 47.709 

※ 支給率等については、令和 6年 1月 1日の状況を記載。 



期　間 金　額 期　間 金　額 国(県)補助金 企業債 その他

千円 年度 千円 年度 千円 千円 千円 千円

2,605,764 令和2～5 1,433,095 令和6～7 970,582 970,582

81,039 令和4～5 28,274 令和6～8 40,056 40,056

133,745 令和3～5 39,986 令和6～8 59,111 59,111

220,436 令和4～5 40,777 令和6～9 163,108 163,108

施設改良事業

（令和5年度建設改良費・通信装置更新分） 108,240 令和5 令和6～7 108,240 108,240

28,149 令和6～10 20,570 20,570

115,170 令和5 令和6～10 61,988 61,988

2,700 令和6～8 2,331 2,331

18,708 令和6～9 9,471 9,471

7,165 令和5 令和6～10 6,996 6,996

35,000 令和7 35,000 35,000

15,000 令和6～8 15,000 15,000

上下水道局管路情報システム機器借上料

上下水道局タブレット機器借上料

上下水道局財務会計システムサーバ機器借上料

上下水道台帳システム機器借上料

上水道水源井戸全体計画策定業務委託

水道100周年記念誌制作業務委託

左の財源内訳

債務負担行為に関する調書

限度額

前年度末までの
支払義務発生（見込）額

当該年度以降の
支払義務発生予定額事         項

検針・窓口収納・電話受付等業務委託

水の科学館指定管理料

上下水道総合管理システム機器賃借料
（令和3年度分）

上下水道総合管理システムサーバ等機器賃借料
（令和3年度分）

上下水道局庁舎電話機器借上料



期　間 金　額 期　間 金　額 国(県)補助金 企業債 その他

千円 年度 千円 年度 千円 千円 千円 千円

36,938 令和6～7 36,938 36,938

19,536 令和6～7 19,536 19,536

1,434,948 令和7 1,434,948 1,434,948

980,095 令和7 980,095 980,095

4,468 令和7～10 4,468 4,468

10,502 令和7～11 10,502 10,502

第6次拡張事業（令和6年度建設改良費）

上下水道局管路情報システム機器借上料
（令和6年度分）

上下水道局電気自動車借上料

上下水道局次期財務会計システム調達支援業務
委託

受付管理システム構築業務委託

水道施設更新事業（令和6年度建設改良費）

事         項 限度額

前年度末までの
支払義務発生（見込）額

当該年度以降の
支払義務発生予定額

左の財源内訳



（単位：千円）

1

(1)

イ 3,104,514

ロ 11,008,718

△ 5,188,087 5,820,631

ハ 191,435,744

△ 88,193,946 103,241,798

　 ニ 21,610,998

△ 14,631,548 6,979,450

ホ 68,261

△ 61,976 6,285

ヘ 723,031

△ 614,648 108,383

ト 268,679

△ 143,549 125,130

チ 1,476,816

120,863,007

土 地

有 形 固 定 資 産

固 定 資 産

建 物

減 価 償 却 累 計 額

構 築 物

減 価 償 却 累 計 額

機 械 及 び 装 置

減 価 償 却 累 計 額

減 価 償 却 累 計 額

工 具 、 器 具 及 び 備 品

減 価 償 却 累 計 額

建 設 仮 勘 定

有 形 固 定 資 産 合 計

令和6年度熊本市水道事業予定貸借対照表

（　令和7年3月31日　）

資　産　の　部

車 両 運 搬 具

リ ー ス 資 産

減 価 償 却 累 計 額



(2)

イ 179,941

ロ 8,839

188,780

(3)

イ 5,900,000

ロ 50,000

5,950,000

127,001,787

2

(1) 6,884,330

(2) 2,051,601

△ 24,668 2,026,933

(3) 142,106

(4) 741,282

9,794,651

136,796,438

無 形 固 定 資 産

施 設 利 用 権

電 話 加 入 権

無 形 固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

出 資 金

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

投 資 有 価 証 券

流 動 資 産

現 金 預 金

未 収 金

前 払 金

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

流 動 資 産 合 計

資 産 合 計



3

(1)

イ 26,467,131

ロ 11,404

26,478,535

(2) 98,020

(3)

イ 1,339,173

1,339,173

27,915,728

4

(1)

イ 2,090,705

ロ 5,701

2,096,406

(2) 61,163

(3) 2,301,868

(4) 15,205

(5)

イ 133,949

133,949

(6) 63,898

4,672,489

引 当 金 合 計

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務

負　債　の　部

固 定 負 債

引 当 金

固 定 負 債 合 計

企 業 債
建 設 改 良 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

退 職 給 付 引 当 金

流 動 負 債

企 業 債
建 設 改 良 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債

そ の 他 の 企 業 債

企 業 債 合 計

未 払 金

引 当 金

賞 与 等 引 当 金

リ ー ス 債 務

前 受 金

引 当 金 合 計

そ の 他 流 動 負 債

流 動 負 債 合 計



5

(1) 43,588,155

(2) △ 22,777,143

20,811,012

53,399,229

6 77,435,884

7

(1)

イ 52,947

ロ 189,828

ハ 1,365

244,140

(2)

イ 5,717,185

5,717,185

5,961,325

83,397,209

136,796,438

資　本　の　部

資 本 金

受 贈 財 産 評 価 額

剰 余 金

資 本 剰 余 金

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

補 助 金

負 担 金

資 本 合 計

負 債 資 本 合 計

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

利 益 剰 余 金 合 計

剰 余 金 合 計

長 期 前 受 金 収 益 化 累 計 額

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

繰 延 収 益

長 期 前 受 金



注記

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項 Ⅳ．リース契約により使用する固定資産

　１　有価証券の評価基準及び評価方法 　１　リース取引の処理方法

　　　満期保有目的債券は償却原価法（定額法）による。 　　　リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買

　２　資産の評価基準及び評価方法 　　取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　　　たな卸資産の評価基準及び評価方法は移動平均法による。 　　　リース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

　３　固定資産の減価償却の方法 　　借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

 　（1）有形固定資産（リース資産は除く）は定額法による。

 　（2）無形固定資産（リース資産は除く）は定額法による。 Ⅴ．その他の注記

 　（3）リース資産 　１　引当金の取崩し

　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 　 （1）退職給付引当金の取崩し

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法による。 　　　　当年度事業において、退職手当として 130,693千円を支給する予定のため、退職

　４　引当金の計上方法 　　　給付引当金 130,693千円を取り崩す見込みである。

　 （1）退職給付引当金 　 （2）賞与等引当金の取崩し

　　　　職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当要支給額に 　　　　当年度事業において、期末手当、勤勉手当及びこれらに伴い発生する法定福利費

　　　相当する金額を計上している。 　　　として 451,170千円を支給する予定のため、賞与等引当金 122,469千円を取り崩す

　 （2）賞与等引当金 　　　見込みである。

　　　　職員の期末手当、勤勉手当の支給及びこれらに伴い発生する法定福利費の支払い

　　　に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、翌年度の支給見込額の

　　　うち当事業年度の負担に属する額（１２月から３月までの４ヶ月分）を計上してい

　　　る。

　 （3）貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上

　　　している。

　５　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書等関連

　１　重要な非資金取引

　　　当年度、新たに計上したファイナンス・リース取引にかかる資産の額は 77,256千

　　円、負債の額は 84,980千円である。

Ⅲ．予定貸借対照表等関連

　１　企業債の償還に係る一般会計の負担

　　　予定貸借対照表に計上されている企業債（当事業年度末日の翌日から起算して１

　　年以内に償還予定のものも含む。）のうち、繰出基準に基づき一般会計が負担する

　　と見込まれる額は 346,547千円である。



(単位：千円）

1 営　　　業　　　収　　　益

(1) 給 水 収 益 11,041,967

(2) 負 担 金 432,096

(3) 受 託 工 事 収 益 112,425

(4) そ の 他 営 業 収 益 　 40,000 11,626,488

2 営　　　業　　　費　　　用

(1) 原 水 費 1,369,319

(2) 配 水 費 1,552,382

(3) 給 水 費 564,627

(4) 受 託 工 事 費 137,509

(5) 業 務 費 853,662

(6) 総 係 費 904,133

(7) 減 価 償 却 費 　 4,784,179

(8) 資 産 減 耗 費 236,030 10,401,841

営　　　業　　　利　　　益 1,224,647

( 令和5年4月1日から令和6年3月31日まで ）

令和5年度熊本市水道事業予定損益計算書



3 営　　業　　外　　収　　益

(1) 受 取 利 息 24,997

(2) 他 会 計 補 助 金 　 77,255

(3) 雑 収 益 23,702

(4) 長 期 前 受 金 戻 入 849,509 975,463

4 営　　業　　外　　費　　用 　　

(1) 支払利息及び企業債取扱諸費 　 394,725

(2) 雑 支 出 8,810 403,535 571,928

経　　　常　　　利　　　益 　 1,796,575

5 特　　　別　　　利　　　益

(1) 固 定 資 産 売 却 益 1,088

(2) 過 年 度 損 益 修 正 益 2,323 3,411

6 特　　　別　　　損　　　失

(1) 過 年 度 損 益 修 正 損 12,490 12,490 △ 9,079

7 予　　　　　備　　　　　費

(1) 予 備 費 　 5,000 5,000 △ 5,000

1,782,496

2,044,669

3,827,165

その他未処分利益剰余金変動額

当 年 度 純 利 益

当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金



  (単位：千円）

 　　　　資　　産　　の　　部

1 固　　　定　　　資　　　産 　 　

(1)

イ 土 地 3,259,584

ロ 建 物 10,938,743 　

減 価 償 却 累 計 額 △ 5,172,719 5,766,024

ハ 構 築 物 190,211,750

減 価 償 却 累 計 額 △ 88,637,469 101,574,281

ニ 機 械 及 び 装 置 21,519,366

減 価 償 却 累 計 額 △ 14,280,921 7,238,445

ホ 車 両 運 搬 具 68,165

減 価 償 却 累 計 額 △ 61,401 6,764

ヘ 工 具 、 器 具 及 び 備 品 721,210

減 価 償 却 累 計 額 △ 592,895 128,315

ト リ ー ス 資 産 688,343

減 価 償 却 累 計 額 △ 517,618 170,725

チ 建 設 仮 勘 定 1,476,816

119,620,954

(2)

イ 施 設 利 用 権 197,754

ロ 電 話 加 入 権 8,839

206,593

(3)

イ 投 資 有 価 証 券 5,900,000

ロ 出 資 金 50,000

5,950,000

125,777,547

令和5年度熊本市水道事業予定貸借対照表

（ 令和6年3月31日 ）

無 形 固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

有 形 固 定 資 産 合 計



2 流　　　動　　　資　　　産

(1) 8,210,226

(2) 2,051,601

△ 24,668 2,026,933

(3) 144,700

(4) 741,282

11,123,141

136,900,688

　　 　　負　　債　　の　　部

3 固　　　定　　　負　　　債

(1)

イ
建 設 改 良 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債 27,557,836

ロ そ の 他 の 企 業 債 17,105

27,574,941

（2） 89,022

（3）

イ 退 職 給 付 引 当 金 1,424,392

1,424,392

29,088,355

4 流　　　動　　　負　　　債

(1)

イ
建 設 改 良 等 の 財 源 に
充 て る た め の 企 業 債 2,090,240

ロ そ の 他 の 企 業 債 5,700

2,095,940

(2) 97,780

(3) 2,301,868

(4) 15,205

企 業 債

企 業 債 合 計

引 当 金 合 計

未 収 金

現 金 預 金

固 定 負 債 合 計

貸 倒 引 当 金

引 当 金

リ ー ス 債 務

企 業 債

前 受 金

未 払 金

資 産 合 計

流 動 資 産 合 計

前 払 金

貯 蔵 品

企 業 債 合 計

リ ー ス 債 務



(5)

イ 賞 与 等 引 当 金 133,949

133,949

(6) 63,898

4,708,640

5 繰　　　延　　　収　　　益

(1) 42,976,015

(2) △ 21,909,197

21,066,818

54,863,813

　　　　 資　　　本　　　の　　　部

6 資　　　　　本　　　　　金 77,435,884

7 剰　　　　　余　　　　　金

(1)

イ 受 贈 財 産 評 価 額 52,947

ロ 補 助 金 189,828

ハ 負 担 金 1,365

244,140

(2)

イ 減 債 積 立 金 529,686

ロ 当年度未処分利益剰余金 3,827,165

4,356,851

4,600,991

82,036,875

136,900,688

引 当 金

資 本 剰 余 金 合 計

資 本 剰 余 金

引 当 金 合 計

負 債 資 本 合 計

資 本 合 計

剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金

そ の 他 流 動 負 債

負 債 合 計

繰 延 収 益 合 計

長期前受金収益化累計額

長 期 前 受 金

流 動 負 債 合 計



注記

Ⅰ．重要な会計方針に係る事項 Ⅳ．リース契約により使用する固定資産

　１　有価証券の評価基準及び評価方法 　１　リース取引の処理方法

　　　満期保有目的債券は償却原価法（定額法）による。 　　　リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買

　２　資産の評価基準及び評価方法 　　取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

　　　たな卸資産の評価基準及び評価方法は移動平均法による。 　　　リース料総額が300万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸

　３　固定資産の減価償却の方法 　　借取引に係る方法に準じた会計処理によっている。

 　（1）有形固定資産（リース資産は除く）は定額法による。

 　（2）無形固定資産（リース資産は除く）は定額法による。 Ⅴ．その他の注記

 　（3）リース資産 　１　引当金の取崩し

　　　　所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 　 （1）退職給付引当金の取崩し

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法による。 　　　　当年度事業において、退職手当として 64,194千円を支給する予定のため、退職

　４　引当金の計上方法 　　　給付引当金 64,194千円を取り崩す見込みである。

　 （1）退職給付引当金 　 （2）賞与等引当金の取崩し

　　　　職員の退職手当の支給に備えるため、当事業年度末における退職手当要支給額に 　　　　当年度事業において、期末手当、勤勉手当及びこれらに伴い発生する法定福利費

　　　相当する金額を計上している。 　　　として 399,969千円を支給するため、賞与等引当金 109,357千円を取り崩す。

　 （2）賞与等引当金

　　　　職員の期末手当、勤勉手当の支給及びこれらに伴い発生する法定福利費の支払い

　　　に備えるため、当事業年度末における支給見込額に基づき、翌年度の支給見込額の

　　　うち当事業年度の負担に属する額（１２月から３月までの４ヶ月分）を計上してい

　　　る。

　 （3）貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、実績率等による回収不能見込額を計上

　　　している。

　５　消費税及び地方消費税の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。

Ⅱ．予定キャッシュ・フロー計算書等関連

　１　重要な非資金取引

　　　当年度、新たに計上したファイナンス・リース取引にかかる資産の額は 33,444千

　　円、負債の額は 36,789千円である。

Ⅲ．予定貸借対照表等関連

　１　企業債の償還に係る一般会計の負担

　　　予定貸借対照表に計上されている企業債（当事業年度末日の翌日から起算して１

　　年以内に償還予定のものも含む。）のうち、繰出基準に基づき一般会計が負担する

　　と見込まれる額は 376,577千円である。


